
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 

（法人番号） 

板倉町商工会（法人番号 5070005006592） 

板倉町（地方公共団体コード 105210） 

実施期間 2023/04/01 ～ 2028/03/31 

目標 経営発達支援事業の目標 

① 小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続を実現する。 

② 小規模事業者との対話と傾聴を通じ、個々の課題を設定したうえで地域経済

を支える小規模事業者の潜在力を引き出し、地域全体での持続的発展の取組みへ

つなげる。 

事業内容 Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

1. 地域経済動向調査に関すること 

ビッグデータの活用や地区内の景気動向を把握することにより、事業計画策定や

経営改善計画策定に役立てる。 

2. 需要動向調査に関すること 

展示会や店頭でのアンケート調査を実施する。実施したアンケートについては分

析を行い消費者ニーズの把握に努める。 

3. 経営状況の分析に関すること 

「ローカルベンチマーク」「経営計画つくるくん」など、さまざまなツールを活

用しながら「財務分析」「ＳＷＯＴ分析」を実施し、個者の経営状況を把握する

とともに事業計画策定に役立てる。 

4. 事業計画の策定支援 

売上・利益の確保を図るため、実現可能性の高い事業計画策定を支援する。 

5. 事業計画策定後の実施支援 

事業計画策定後に生じた問題点・新たな課題解決のために、「指導員の訪問」「専

門家派遣」などのきめ細かな伴走型の支援を実施することにより計画の着実な進

行をサポートする。 

6. 新たな需要の開拓支援 

県内外の展示会に出展する事業者を支援するとともにＩＴを活用した新規需要の

掘り起こしを支援する。 

連絡先 板倉町商工会 

〒374-0132 群馬県 邑楽郡板倉町 大字板倉１６９１番地の１  



TEL:0276-82-0224 FAX:0276-82-1247 

e-mail:info@itakura-s.jp 

板倉町 産業振興課（商工観光係） 

〒374-0192 群馬県 邑楽郡板倉町 大字板倉２６８２番地１  

TEL:0276-82-6139 FAX:0276-82-2758 

e-mail:k-shoko@town.itakura.gunma.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１ 目標 

（１）当地域の現状及び課題 

 ① 現状 

 【立地】 

   当商工会は、群馬県の東南端に位置し、「鶴舞う 

  形」と形容される群馬県のくちばしの部分を占め、 

  当該板倉町全域を管轄している。また、埼玉県加須 

  市、栃木県栃木市に接し、３つの県が接する珍スポ 

  ット「３県境」となっており、日本には４０カ所以 

  上の３県境があるが、平地にあるのは日本で唯一板 

  倉町だけであり、大変貴重な存在と言われている。 

   当地は古くから「板倉低地帯」と言われ、沼が点 

  在し、南に利根川、中央に谷田川、北に渡良瀬川が 

  流れており、「水場」と呼ばれる洪水の常習地であ 

  ったが、町の東端にある「渡良瀬遊水地」は、渡良 

  瀬川下流の群馬・栃木・埼玉・茨城の４県にまたが 

  り、足尾銅山による鉱毒を沈殿させ無害化すること 

  を目的に造られ、面積 33km² 総貯水容量 2 億 m³の 

    我が国最大の遊水地で、現在は洪水防止の役割を果 

  たしている。平成 24（2012）年 7 月 3 日、湿地に生 

  育する鳥、動植物にとって重要な環境を幅広く保全 

  ・再生し、そこから得られる恵みを持続的かつ適正 

  に利用していくことを目的とする「ラムサール条約」に登録されている。 

 【人口】 

   板倉町の人口・世帯数は、平成 26 年には 15,515 人、5,333 世帯であった。その後、人口は減少、世 

  帯数は増加となっており、令和 3 年における人口・世帯数は 14,228 人、5,792 世帯となっている。 

 《 人口と世帯数の推移（出典：板倉町の人口と世帯数、毎年 4 月 1 日現在） 》 

項目 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 

人口 15,515 15,356 15,147 14,958 14,768 14,607 14,405 14,228 

世帯数 5,333 5,380 5,425 5,480 5,513 5,624 5,693 5,792 

   生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）は減少傾向となっている。一方、地区内の高齢化が進み、65 歳 

  以上、75 歳歳以上の人口に占める割合は増加しており、令和 3 年においてはそれぞれ 34.8％、15.4％ 

    となっている。また、それに応じて平均年齢も高くなっている。 

 《 年齢別人口の推移（出典：群馬県統計情報提供サービス、毎年 10 月 1 日現在） 》 

項目 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 

15 歳未満 1,725 1,628 1,577 1,516 1,463 1,410 1,361 1,288 

15～64 歳 9,024 9,065 8,776 8,530 8,316 8,131 7,812 7,648 

65 歳以上 4,239 4,228 4,392 4,484 4,574 4,670 4,735 4,780 

割合 28.3 28.3 29.8 30.9 31.9 32.9 34.0 34.8 

75 歳以上 1,949 1,939 1,975 1,967 2,014 2,040 2,070 2,106 

割合 13.0 13.0 13.4 13.5 14.0 14.4 14.9 15.4 

平均年齢 48.2 48.3 48.7 49.1 49.6 49.8 50.5 50.9 

 

 

 

板倉町 
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 【産業】 

 当地区における商工業者総数・小規模事

業者数について、平成 24 年度においては、

それぞれ617事業者・557事業者であったが、

令和２年度においては 536 事業者・442 事業

者となっている。商工業者数・小規模事業

者数ともに減少しているが、小規模事業者

の減少割合が高くなっており、相対的に小

規模事業者の割合が著しく低下している。 

《 商工業者・小規模事業者数※ 》 

項 目 平成 24年 平成 28年 令和 2 年 

商工業者総数 617 610 536 

小規模事業者数 557 506 442 

小規模事業者の

割合 
90.3％ 83.0％ 82.5％ 

（経済センサス活動調査からの情報を基に県が独自集計） 

   業種別の事業者数推移では、サービス業が増加傾向となっている。その他の業種については、令和２ 

  年度に卸売業が増加となったが、それ以外の業種は減少傾向となっている。特に小売業においては事業 

  者数の減少が大きく、令和２年においては平成 24 年と比較し約 38.8％の減少率となった。 

   令和２年度における業種別事業所数は、サービス業の占める割合が最も高く 22.6％（119 者）となっ 

  ている。次いで建設業 22.1％（116 者）、製造業 19.4％（102 者）となっている。当地区における業種 

  によるバラツキは比較的少ない。 

  《 業種別事業者数の推移（群馬県商工会連合会「商工会の現況」調査）》 

業 種 平成 24 年 平成 28 年 令和 2 年 割合  

 

 

 

※  前表には「定款会員に 

 なり得る商工業者以外」 

 の事業者も含まれてい 

 るが、左表にはこれを 

 含めていない。 

建設業 140 134 116 22.1％ 

製造業 115 121 102 19.4％ 

卸売業 16 13 22 4.2％ 

小売業 121 103 74 14.1％ 

飲食店・宿泊業 41 39 32 6.1％ 

サービス業 104 105 119 22.6％ 

その他 64 78 61 11.6％ 

  

 【交通】 

   町内には国道 354 号が通じ、東武日光線の「板倉東洋大前駅」、４km 西には東北自動車道館林ＩＣ 

  がある。また、令和 3 年 3 月 31 日に広域公共路線バス「館林・明和・板倉線」が廃線となった。 

  これに伴い、代替交通手段として、令和 3 年 4 月 1 日から板倉町コミュニティバスが運行されている。 

 【観光資源】 

   当地区の観光資源として、「ラムサール条約に登録された渡良瀬遊水地」「３つの県で構成される１ 

  か所の県境である三県境」「関東に多く点在する雷電神社の総本宮である雷電神社」「菅原道真を祀り、 

  全国でも珍しいとされる百人一首の天井画がある高鳥天満宮」などがある。 

 【特産品】 

   町の主産業は農業で、米とキュウリのハウス栽培、露地ナス栽培を中心に幅広い作物が栽培されてい 

  る。特にキュウリとナスは共に全国２位の出荷量を誇っている。また、「ウナギ・コイ・ナマズ・フナ」 

  などの川魚も特産品となっている。 

 【板倉町総合計画（令和 2 年度～9 年度）からの引用】 

   「板倉町総合計画」の「基本構想 本論」における「まちづくりを支える６つの方針」の【産業振興】 

   において、次の方針が示されている。 
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  ・ 板倉ニュータウンへの企業誘致を進めつつ、商業・業務用地への商業施設誘致 

  ・ 新規産業用地の整備 

  ・ 農地の基盤整備と農業者への支援 

  ・ 商業、工業、農業の関係団体との連携した後継者問題への対応 

  ・ 観光コースの設定など平地観光の充実 

  ・ 観光資源を有効に活用すべく観光マップ作成や観光ボランティアガイドへの支援 

    また、「基本計画」の「産業振興 活力ある産業で活気があふれるまち」における「商工業の振興」 

   において次の内容が記載されている。 

   「産業振興 3- ② 商工業の振興」 

   ○ 現状と課題 

    ・ 地元企業については、商工業に共通している経済情勢の変化、事業主の高齢化による後継者問 

     題が課題です。民間活力を高め、雇用を生み出し、産業の新陳代謝を高めるために、地元企業の 

     後継者や創業者を支援する取り組みが必要です。 

   ○ 施策の方針 

    ◆ 商業・業務用地への企業誘致 

      賑わいのあるまちづくりを推進するため、複合商業施設や飲食店の他、様々な業態の施設を視 

     野に入れた誘致の実現に向け、県企業局とともに多方面へのＰＲ活動を展開します。また、近隣 

     商業用地への出店を促進するため、各種支援策の検討を進めます。 

    ◆ 地元企業の活性化 

      町内の商工業者が加入する板倉町商工会への支援を通じ、金融・労務税務・財務支援のほか、 

     高齢化する事業者への事業承継や、町内事業者の販路開拓、新商品開発支援などを通じて町内事 

     業所の発展を図ります。イベントの開催や地域特産品開発などとともに、町内外のかたへのＰＲ 

     を行い、商工業の活性化を図ります。 

 ② 課題 

 【現在の状況】 

    板倉町は古くから農業を中心に発展してきた町である。また、都心まで約 60km と県内で最も東京 

   に近く、約 1 時間で都心にアクセスできることもあり、近年では、ニュータウン建設や企業誘致を行 

   ってきた。その一方、人口の減少とともに高齢化が進み、働き手である生産年齢人口（ 15 歳以上 65 

   歳未満）も減少している。また、商工業者・小規模事業者数の減少により、地域の活力が減退する可 

   能性がある。 

 【産業別の状況と課題】 

  ○ 工業（製造・建設業） 

    製造業においては、当町には基幹産業が無く地域の特性は見られない。事業者数については、減少 

   傾向となっている。当地区内の農業の衰退により、農機具の部品製造工場や修理工場などの事業所は 

   ほとんど廃業してしまった。現在残っている事業者については、プラスチック加工や金属加工を受注 

   し元請企業に納品している事業者などである。そのような事業者の中には、独自の技術を持つ小規模 

   事業者もあるが、零細事業者が多く、元請企業の業績に自社の売上が大きく左右されてしまう。また、 

   生産体制がデジタル化されておらず非効率となっている事業者も多い。 

    建設業においても、事業者数は減少傾向となっている。群馬県内における新設住宅着工戸数（群馬 

   県県土整備部建築課調）は平成２年度の 31,693 戸をピークに減少傾向となり、 令和２年度において 

   は 9,988 戸であった。板倉町においても令和２年の新設住宅着工件数は 25 件にとどまっており、厳 

   しい状況となっている。 

       また、事業主の高齢化が進んでおり、その一方事業承継者が決まっていない事業者も多く事業承継 

      に課題を抱えている。 

    上記を勘案した課題として、「現場の生産性の向上」「ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション） 

   への積極的な取組」「新たな取引先の獲得」「後継者の育成」などが挙げられる。 

  ○ 商業（小売・サービス・飲食業） 

    当地区における小売業者はもっとも減少率が高く厳しい状況に置かれている。その理由は、地区内 

   に「フォリオタウン板倉（フレッセイ板倉店）」「スーパーセンタートライアル」などの大型ショッ 

   ピングセンターや大手スーパーが進出したことや隣接市である館林市への買い物客の流出などである。 

   また、若い世代を中心にネット通販の利用も広がり、店舗に足を運ばずに商品を購入する消費者も増 

   えている。 
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    サービス業の業種は「理美容業」「自動車整備業」などの業種が多い。独自のサービスを提供して 

      いる事業者もいる一方で旧態依然のサービスを継続している事業者も多く２極化が進んでいる。 

    飲食業においては、事業者の占める割合はそれほど高くない。ほとんどの店舗が地区内の住民を顧 

   客ターゲットとしており、地区内の人口減少による影響を大きく受けている。また、新型コロナウイ 

   ルスの影響により苦境に立たされている事業者も多い。 

    いずれの業種においても事業主の高齢化が進んでいる。 

    上記を勘案した課題として、「大型店との差別化」「デジタル化による経営の効率化」「ネット販 

   売への取組」「事業承継への取り組み」などが挙げられる。 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

 ① 10 年程度の期間を見据えて 

 ＲＥＳＡＳ（地域経済分

析システム）によると、板

倉町の人口は今後減少を続

け、2045 年には、総人口は

1 万人を割り 9,921 人、生産

年齢人口は 5,030 人、老年

人口 4,074 人になると予想

されている。 

 それにより地区内の市場

規模は縮小し、このままで

は 10 年後には、小規模事

業者数の相当数が廃業して

しまう可能性もある。  

   当地区の生活を支える小規模事業者が持続的に発展していくことが地域振興において重要であり、小 

  規模事業者の発展と雇用の創出を支えていくことが商工会の使命である。そのためには、自社の「強み」 

  を活かした他社とは異なる高付加価値経営を実現し、事業継続への「強い思い」を持ってもらうことが 

  必要である。その方法として、事業者の規模やレベルなどの実情に合わせた経営分析を行い、事業計画 

  の策定からその後の実行支援へとつなげていく過程で事業者のやる気を引き出し、自発的な経営改善へ 

  と導いていくことが支援の中心となる。  

   それらを実現するためには、当商工会の支援体制の更なる充実と質の向上が必要である。経営指導員 

  等のスキルアップによる支援力の向上、他の支援機関、専門家との連携を強化するなど、相談・支援体 

  制の整備を進めていく。  

   また、全業種において、自社製品やサービスの情報発信力が弱い状態となっている。独自技術やサー 

  ビスを持つ事業者の顧客獲得のためには、ネットを活用した情報発信が必須である。デジタル化やＩＴ 

  化を進めることにより、ＤＸによるビジネスモデルの転換が求められている。 

 ② 「板倉町総合計画（令和 2 年度～9 年度）」との連動性・整合性 

  「産業振興 3- ② 商工業の振興」との整合性 

   「板倉町総合計画」の「産業振興 3-② 商工業の振興」において、「地元企業の活性化」として「 

  町内の商工業者が加入する板倉町商工会への支援を通じ、金融・労務税務・財務支援のほか、高齢化す 

  る事業者への事業承継や、町内事業者の販路開拓、新商品開発支援などを通じて町内事業所の発展を図 

  ります」と記載されている。当発達支援計画においても、地区内の小規模事業者に対して「販路開拓」 

  「新商品開発」などへの支援を通して、「町内事業所の発展」を図ることを考慮している。 

 ③ 板倉町商工会としての役割 

   当商工会は、平成 30 年度より取り組んでいる経営発達支援計画に基づき、当地区の小規模事業者の 

  持続的な発展のために、事業者に密着した伴走型支援を行ってきた。これからもこの姿勢を変えること 

  なく、当地区の「中核支援機関」「身近な支援機関」として、気軽に相談に来てもらえるような体制を 

  整えていく。  

   また、行政（板倉町）との連携を密にし、小規模事業者の現状や問題点・課題などの「生の声」を行 

  政に伝えることにより、行政が立案・実施する施策等に反映させることで、町全体が一体となり、地域 

  経済の振興・発展に寄与できる体制づくりを構築する。 
   小規模事業者を取り巻く環境は厳しい状況にあるが、長年地域で培ってきた信頼関係を有効に活用し、 

  他のさまざまな支援団体との連携を図ることで、地域の中核的支援団体としての役割を果たしていく。 
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（３）経営発達支援事業の目標 

   小規模事業者の経営課題解決に向けた事業計画策定 

   事業の継続を図るために、実現可能性の高い事業計画策定を支援する。当地区の小規模事業者が存続 

  することにより板倉町で暮らす人々が安心して生活することが可能となり、また、地域の雇用を生み出 

  すことで「地域への裨益」に貢献する。 

  ① 小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続の実現 

  ② 小規模事業者との対話と傾聴を通じ、個々の課題を設定したうえで地域経済を支える小規模事業者 

   の潜在力を引き出した地域全体での持続的発展の取組み 

 

経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２ 経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間 

   令和 5 年 4 月 1 日 ～ 令和 10 年 3 月 31 日 

（２）目標の達成に向けた方針 

  ① 小規模事業者の自立的な経営力強化による事業継続の実現 

    激変する環境変化に対応し、業務改善を図っていくうえで、財務データ等から見える表面的な経営 

   課題だけでなく、事業者との対話と傾聴を通じて経営の本質的な課題を事業者自らが認識することに 

   重点を置き、本質的課題を反映させた事業計画策定の支援を行う。 

    また、将来的な自走化を目指し、多様な課題解決ツールの活用提案を行いながら、事業者が深い納 

   得感と当事者意識を持ち、自らが事業計画を実行していくための支援を行う。事業計画策定時や策定 

   後において、必要に応じて専門家を派遣し、計画策定や策定後のフォローアップを実施する。 

  ② 小規模事業者との対話と傾聴を通じ、個々の課題を設定したうえで地域経済を支える小規模事業者 

   の潜在力を引き出した地域全体での持続的発展の取組み 

    人口減少社会において地域経済の維持、持続的発展に取組む上で、地域を支える個々の小規模事業 

   者への経営課題の設定から課題解決の伴走において、経営者や従業員との対話を通じて潜在力を引き 

   出すことにより、個社にとどまらず地域全体で課題に向き合い、自己変革していく機運を醸成する。 

 

Ⅰ 経営発達支援事業の内容 

３ 地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

   地域経済動向・景気動向に関しては、当商工会の指導員が会員等を巡回し、知り得た情報を職場内の 

  みで共有していたに過ぎず、当会単独の情報収集であり、かつ情報公開していなかった。 

   今後は、国が提供するビッグデータの活用や独自のアンケート調査を実施するなど、地域経済動向を 

  的確に情報収集し比較分析を行い、小規模事業者の経営分析や事業計画の作成、実行に向けて有効な情 

  報として提供することが課題である。 

（２）目標 

項 目 公表方法 現状 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 

①地域の経済動向

分析の公表回数 
ＨＰ掲載 未実施  1 回  1 回  1 回  1 回  1 回 

②景気動向分析の

公表回数 
ＨＰ掲載 未実施  1 回  1 回  1 回  1 回  1 回 

（３）事業内容 

  ① 地域の経済動向分析（ＲＥＳＡＳ 地域経済循環マップ（群馬県板倉町）） 

    当地域経済の全体像、各産業の現状を把握するため、国の提供する「ＲＥＳＡＳ」（地域経済分析 

   システム）を活用し地域の経済動向分析を行い、当会ホームページ上で報告する。 

【調査手法】 

    経営指導員等が「ＲＥＳＡＳ」（地域経済分析システム）を活用し、地域の経済動向分析を行う。 
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 【調査項目】 

  「地域経済循環マッ 

 プ」「生産分析」によ 

 り、何で稼いでいるか 

 を分析する。 

  「まちづくりマッ・ 

 From-To 分析」を行い、 

 人の動きなどを分析す 

 る。 

  「産業構造マップ」 

 により、産業別の現状 

 を分析する。 

 

 

 

 

  

  ② 地区内の景気動向分析 

    当地区の景気動向等について詳細な実態を把握するため、全国商工会連合会が行う「小規模企業景 

   気動向調査」を参考に、独自の調査項目を設定し地区内の小規模事業者の景気動向等について調査・ 

   分析を行う。 

   【調査手法】 調査票を郵送し返信用封筒で回収する。回収したデータを経営指導員が整理し、外部 

         専門家と連携し分析を行う。 

   【調査対象】 製造業、建設業、小売業、飲食業、サービス業（各業種 20 者・合計 100 者） 

   【実施回数】 年 1 回（10 月） 

   【調査項目】 売上高・仕入価格・利益・仕入状況・資金繰り・設備投資の有無など 

（４）成果の活用 

   情報収集し調査・分析した結果を当会ホームページに掲載し、管内事業者に周知するとともに各事業 

  所の事業計画策定に活用する。また、当会において情報共有を行い、事業所の事業計画策定や経営改善 

  計画策定に活用して行く。 

 

４ 需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

   小規模事業者が売上・利益の確保・向上を図るためには、提供する商品・サービスについて消費者ニ 

  ーズや市場動向等、需要動向を把握することが必要であるが、多くの小規模事業者はその必要性を認識 

  しておらず、情報収集や調査を実施していないのが現状である。また、当商工会においても、経営指導 

  員が巡回訪問時に事業者が話す需要動向の変化等について受動的に聞く程度で、分析等は行っていない。 

   今後は、需要動向調査の必要性を説明するとともに、事業者が需要動向調査を行う際には積極的にサ 

  ポートを行い、新商品・新サービスの市場ニーズの把握を行う。 

（２）目標 

支援内容 現状 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 

① 展示会におけるアンケー

ト調査支援対象事業者数 
 0  2者  2者  2者  2者  2者 

② 店頭におけるアンケート

調査支援対象事業者数 
 0  2者  2者  2者  2者  2者 

（３）事業内容 

 ① 展示会におけるアンケート調査（ＢtoＢ） 

   販路開拓を目的として開催される展示会に出展する事業者に対して、顧客ニーズの把握や新商品開発 

  を目的としたアンケート調査を実施する。具体的には、独自の技術を持つプラスチック加工メーカーや 

  金属加工メーカーを対象とし、県内外で開催される展示会（群馬ものづくりフェア・機械要素技術展（ 

  M-Tech）など）に出展する事業者の支援を行う。 
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  【サンプル数】 

    来場者 80 人 

  【調査手段・手法】 

    事業者の展示ブースに来店したバイヤー等を対象に、アンケート調査票を手渡し、ヒアリングを行 

   いながらアンケートを記入する。 

  【分析手段・手法】 

    調査結果については、経営指導員が分析を行う。また、詳細な分析が必要な場合や事業者の特性に 

   考慮しなければならない場合などについては、専門家に依頼し報告書を作成する。 

  【調査項目】 

    ①：興味のある商品 ②：自社商品の良い点・悪い点 ③：価格設定 ④：顧客ターゲット ⑤： 

    取引条件など 

  【分析結果の活用】 

    分析結果については、経営指導員（又は分析した専門家）が直接事業者に分析結果をフィードバッ 

   クし、商品や提供するサービスの需要把握に活用する。また、新規商品の開発や事業計画策定の基礎 

   資料とすることにより新たな販路拡大につなげる。 

 ② 店頭におけるアンケート調査（ＢtoＣ） 

    小売業・サービス業・飲食業などを営む事業者にとって、消費者の需要動向を把握するには、自店 

   に来店する顧客へのアンケート調査を行うことがもっとも現状に則した調査となる。 

  【サンプル数】 

    来店顧客 100～200 人（調査期間 1 カ月） 

  【調査手段・手法】 

    自店に来店した顧客に対しアンケート調査票を手渡し、アンケートを記入してもらう。アンケート 

   調査への協力を促すため、サンプル品などの粗品を用意する。 

  【分析手段・手法】 

    調査結果については、経営指導員が分析を行う。また、詳細な分析が必要な場合や事業者の特性に 

   考慮しなければならない場合などについては、専門家に依頼し報告書を作成する。 

  【調査項目】 

    ①年齢 ②居住地 ③いつも買う商品 ④味 ⑤価格 ⑥購入目的 ⑦気に入っているサービス  

    ⑧来店頻度 ⑨接客対応 など 

  【分析結果の活用】 

    分析結果については、経営指導員（又は分析した専門家）が直接事業者に分析結果をフィードバッ 

   クし、自店の商圏や顧客ニーズの把握に努める。また、店舗レイアウトの見直し、接客対応の改善な 

   どにも役立てる。 

（４）成果の活用 

   アンケート調査の実施支援における成果の活用については、当該事業者の今後の商品開発や既存商品 

  の改善に役立てる。また、事業者の了承のもと、商工会で活用事例集にまとめ、事業計画策定や新たな 

  販路拡大を目指している事業者に資料として提供する。 

 

５ 経営状況の分析に関すること 

（１）現状と課題 

   現在、小規模事業者の経営状況の分析に関しては「財務分析」に留まり、マル経などの金融支援や各 

  種補助金、経営革新、経営改善のための経営計画策定など必要に応じて実施しており、受け身の対応が 

  主となっている。また、多くの小規模事業者は日々の業務に追われ「経営状況の分析」を行っておらず 

  その分析手法についても理解していない事業者も多い。 

   一方、当商工会においても、補助金申請時などにおいて分析を行っているものの、経営分析本来の活 

  用用途である事業活動へのフィードバックは十分とは言えない。また、「経営状況の分析の必要性」「 

  事業者の経営分析が当商工会で行うことができる」などを積極的に周知していない。 

   以上のような現状を勘案すると、当地区内の小規模事業者への「経営分析の必要性」の周知と経営分 

  析データの活用方法を習得する機会を設け、そのうえで「対話と傾聴」を通じて経営の本質的課題の把 

  握に繋げることが重要となる。 
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（２）目標 

支援内容 現状 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 

①セミナー開催件数  0 回  1 回  1 回  1 回  1 回  1 回 

②経営分析事業者数 － 12 者 13 者 14 者 15 者 16 者 

（３）事業内容 

 ① 経営分析を行う事業所の掘り起こし（経営分析セミナーの開催） 

    毎年実施している金融相談会や各種セミナーに参加する事業者などを対象に経営問診票や経営問診 

   票活用マニュアル等を活用しながら対象事業所の経営状況の概況を把握するとともに経営分析等を行 

   い適切な経営指導や助言を行う。また、経営分析に関するセミナーを開催し、開催周知時に経営分析 

   の重要性（経営計画策定の基礎）を訴え、受講生の参加意識の高揚を図る。 

  【募集方法】 

    チラシを作成すると共に、ホームページ・商工会会報などで広く周知する。併せて巡回・窓口相談 

   時に案内を行う。 

 ② 経営分析の内容 

  【対象者】 

    セミナー参加者・巡回指導の中から意欲的な事業者を選定 

  【分析項目】 

    定量分析である「財務分析」と、定性分析である「非財務分析」の双方を行う。 

   《 財務分析 》   直近３期分の収益性・生産性・安全性及び成長性の分析 

   《 非財務分析 》 次の項目につき、対話と傾聴を通じた事業者の内部環境による「強み」「弱み」、 

            外部環境による「機会」「脅威」を整理、分析 

内部環境 

（強み・弱み） 

「商品・製品・サービス」「技術・ノウハウ等の知的財産」「仕入先・取引先」「人材・組

織」「デジタル化・ＩＴ活用の状況」「従業員のノウハウ・技術力・対応力」「事業計画の

策定・運用状況」など 

外部環境 

（機会・脅威） 

「商圏内の人口・人流」「競合状況」「業界動向」「顧客ニーズの変化」「行政など施策」

など 

  【分析手法】 

    経済産業省の「ローカルベンチマーク」、中小機構の「経営計画つくるくん」などのソフトを活用 

   し、経営指導員が分析を行う。非財務分析については、ＳＷＯＴ分析のフレームワークで整理する。 

 ③ 専門家の活用 

   分析の内容が多岐にわたる場合や事業特性を考慮しなければならない場合などにおいては、専門家（ 

  中小企業診断士など）に支援を依頼し、経営課題の抽出につなげていく。 

（４）分析結果の活用 

   分析結果については、当該事業者に提供し、事業者の「経営状況・課題の把握」「事業の方向性の明 

  確化」に役立てるとともに事業計画策定支援における基礎資料として活用する。また、各データは事業 

  所ごとに整理保管し、必要な場合に他の職員が閲覧することにより当商工会内の情報共有にも役立てる。 

 

６ 事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

   事業計画策定支援に関しては、「経営状況の分析に関すること」で記載した内容と同様に、マル経な 

  どの金融支援や各種補助金の申請書作成時においてのみ策定支援を行っており、受け身の対応に留まっ 

  ていた。また、作成した事業計画についても「申請用の事業計画」に陥ってしまい、事業者の「事業の 

  方向性」を考慮した具体的で実現可能な事業計画が作成されていないことも散見されている。 

   一方、小規模事業者においても、日々の業務に忙殺され、定期的に事業計画を作成している事業者は 

  ほとんど無く、作成の意義や作成方法を知らない事業者も多い。コロナ禍において経済環境が厳しく、 

  今後の見通しも明確に見えない状況においては、小規模事業者は自ら経済状況に適合して変化していか 

  なければならない。 

   以上を考慮すると、受け身の姿勢を改め事業計画を策定する事業者を積極的に発掘し、「事業の方向 

  性」に即した事業計画の策定を支援することが課題となる。 
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   また、変化する事業環境に対応するため「デジタル・ＩＴを活用した事業変革（ＤＸ）」に取り組ま 

  なければならない事業者も多い。そのような事業者に対しての支援も課題となる。 

（２）支援に対する考え方 

   小規模事業者に対しては、「何のために事業計画を策定するのか」「なぜ事業計画が必要なのか」を 

  理解してもらう必要がある。そのうえで、各事業者が具体的で実現可能性の高い事業計画を作成し、そ 

  れに沿って事業を展開することにより、持続的な発展を継続することが可能となる。具体的には「経営 

  状況の分析に関すること」で経営分析を行った事業者の 9 割程度の事業計画策定を目指す。併せて、小 

  規模事業者持続化補助金やものづくり補助金などの申請を契機として経営計画の策定を目指す事業所の 

  中から、実現可能性の高いものを選定し、事業計画策定につなげていく。 

   事業計画策定にあたっては、「３ 地域の経済動向調査」「４ 需要動向調査」「５ 経営状況の分 

  析」を踏まえ、具体的で達成可能な計画となるよう支援する。 

   また、事業計画の策定前段階において「デジタル・ＩＴを活用した事業変革（ＤⅩ）」に向けたセミ 

  ナーを行い、小規模事業者の競争力の維持・強化を目指す。 

   「５．経営状況の分析に関すること」で実施する「経営状況分析に関するセミナー」を通じて、自ら 

  経営分析を行い、事業者が自社の強み・弱みなどの気づきを得、現状を正しく認識したうえで、分析に 

  基づき、事業者が当事者意識を持って課題に向き合い、事業計画策定に能動的に取り組むため、対話と 

  傾聴を通じて最適な意思決定のサポートを行う。 

（３）目標 

支 援 内 容 現状 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 

ＤⅩ推進セミナー － 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

事業計画策定セミナー開催回数 － 1 回 1 回 1 回 2 回 2 回 

事業計画策定セミナー参加者人数 － 20 人/回 20 人/回 20 人/回 20 人/回 20 人/回 

事業計画策定者数 6 者 7 者 7 者 7 者 7 者 7 者 

（４）事業内容 

  ① 「ＤＸ推進セミナー」の開催 

    ＤＸに関する意識の醸成や基礎知識を習得するため、また実際にＤＸに向けたＩＴツールの導入や 

   Ｗｅｂサイト構築等の取組を推進していくためのセミナーを開催する。 

  【募集方法】 

    参加者の募集については、会員事業者に限定することなく、「当商工会ＨＰからの情報発信」「地 

   区内へのセミナー開催チラシの配布」などを実施し、積極的な参加を促す。 

  【実施回数、時間】 

    １回／年、 2 時間 

  【講師】 

    専門家（ＩＴコーディネーター・中小企業診断士など） 

  【参加者】 

    業務のデジタル化・ＩＴ化がある程度進んでおり、それらを活用した「事業変革」の取り組む予定 

   の事業者 

  【カリキュラム】 

日程 テーマ 講 義 内 容 

１日目 
ＤＸ推進のため

の取組 

○ ＤＸ総論・ＤＸ関連技術について 

○ ＤＸの具体的な活用事例  ○ クラウド型顧客管理ツールの紹介 

○ ＳＮＳを活用した情報発信方法  ○ ＥＣサイトの利用方法 

  【専門家の派遣】 

    セミナーを受講した事業者の中から取り組み意欲の高い事業者に対しては、経営指導員等による相 

   談対応・経営指導を行う中で必要に応じてＩＴ専門家の派遣を行う。 

  ② 「事業計画策定セミナー」の開催 

    指導員や専門家が経営分析を行った事業者、各種セミナー（事業承継セミナー・創業セミナーなど） 

   参加を契機に経営分析を行った事業者などを対象とした「事業計画策定セミナー」を開催する。 
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  【募集方法】 

    参加者の募集については、会員事業者に限定することなく、「当商工会ＨＰからの情報発信」「地 

   区内へのセミナー開催チラシの配布」などを実施し、積極的な参加を促す。 

  【実施回数、時間】 

    １回／年、 2 時間× 2 日 

  【講師】 

    専門家（中小企業診断士・税理士など） 

  【参加者】 

    経営分析を行った事業者・需要動向調査を行った事業者・事業計画策定（創業計画・事業承継計画・ 

   経営革新計画なども含む）を目指す事業者 

  【カリキュラム】 

日程 テーマ 講 義 内 容 

１日目 
事業計画策定 

の概要 

○ 事業計画とは何か  ○ 事業計画策定の意義と重要性の理解 

○ 事業計画概要の理解  ○ 経営理念の作成方法 

２日目 事業計画策定 

○ 環境分析（ＳＷＯＴ分析）の考え方と実践 

○ クロスＳＷＯＴ分析による経営戦略の構築 

○ 行動スケジュールの設定  ○ 数値計画（売上・経費等）の作成 

  ③ 事業計画の策定支援 

  【支援対象】 

    経営分析を行った事業者並びに「ＤＸ推進セミナー」「事業計画策定セミナー」参加者を中心に事 

   業計画策定に積極的な事業者の支援を行う。 

  【手段・方法】 

    事業計画策定セミナー受講者に対し、経営指導員が担当制で対応し、必要に応じて外部専門家（中 

   小業診断士・税理士等）の支援を仰ぎながら、具体的で実現可能性の高い事業計画を策定する。また、 

   専門家（中小企業診断士等）による個別相談会を実施し、小規模事業者の事業計画作成を支援する。 

 

７ 事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

   現在、事業計画策定支援を行った事業所に関しては、計画策定後のフォローアップについて対応がま 

  ちまちであり、事業者からの相談があった場合に対応するなどの場当たり的な対応となっている。 

   そのため、事業計画策定後に新たに生じた経営課題に対して対応することができず事業計画が形骸化 

  するケースも少なくない。 

   以上を勘案すると、事業計画を策定した事業者に対する計画的で継続的なフォローアップを行う体制 

  づくりや事業計画策定後に新たに生じた経営課題や状況の変化に対応する事業計画の修正を実施するこ 

  とが課題となる。 

（２）支援に対する考え方 

   自走化を意識し、経営者自身が「答え」を見いだすこと、対話を通じてよく考えること、経営者と従 

  業員が一緒に作業を行うことで現場レベルでの当事者意識を持って取組むことなど計画の進捗フォロー 

  アップを通じて経営者へ内発的動機づけを行い、潜在力の発揮につなげる。 

   事業計画を策定した全ての事業者を対象とするが、事業計画の進捗状況等により、訪問回数を増やし 

  て集中的に支援すべき事業者と、ある程度順調と判断し訪問回数を減らしても支障ない事業者を見極め 

  たうえでフォローアップを行う。 

（３）目標 

支援内容 現状 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 

フォローアップ対象事業者数 11 者 12 者 12 者 12 者 12 者 12 者 

頻度（延べ回数） 16 回 32 回 32 回 32 回 32 回 32 回 

売上増加事業者数 － 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 

利益率１％以上増加事業者数 － 3 者 3 者 3 者 3 者 3 者 
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   ※ 売上増加事業者数とは前年対比で売上高が増加した事業者 

   ※ 利益率については、経営革新計画において年率 1％が目標であることに準じた。 

（４）事業内容 

   計画的なフォローアップを実施するため、事業計画策定を行った事業者について「事業者名」「事業 

  計画策定年月日」「事業の方向性の概要」「事業計画のチェックポイント（売上・利益など）」を「事 

  業計画チェックシート（エクセルにて作成）」にまとめ、その情報を商工会全職員が共有する。「事業 

  計画チェックシート」にはフォロー訪問予定日を事前に記入し計画的な訪問を実施する。 

   具体的に事業計画策定事業者には原則として四半期に一度のフォローアップ訪問を実施するが、事業 

  計画策定から日数が経ち、順調に事業が推移している事業者は年 2 回、創業者や債務超過等多くの経営 

  課題を抱える事業者は訪問頻度を重ねる等事業者の能力、経営課題に応じたフォローアップを行う。 

  （頻度の積算根拠： 6 者× 2 回＝ 12 回、4 者× 3 回＝12 回、2 者× 4 回＝ 8 回、計 12 者／32 回） 

   事業計画策定後に新たな経営課題が発生し事業計画修正の必要が生じた場合は、前記の訪問時に経営 

  指導員が十分なヒアリングを行い、その把握に努め具体的な改善案について提案を行う。また、必要に 

  応じて群馬県商工会連合会やよろず支援拠点・群馬県産業支援機構に依頼し、速やかに専門家を派遣す 

  るなど専門的な指導・助言を行う。 

 

８ 新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

   当地区内の小規模事業者の多くは、地区内の人口・世帯数の減少や高齢化による需要の減少を実感し 

  ている。また、大型店舗（フォリオタウン板倉（フレッセイ板倉店）、スーパーセンタートライアルな 

  ど）の進出やインターネット通販の普及、海外製の安価な商品の販売など、小規模事業者にとって対応 

  が難しい環境に置かれている。 

   一方で、当地区内の小規模事業者は、そのような状況を理解しつつも積極的に販促活動を行っていな 

  い場合も多い。特にＩＴ技術やＷｅｂを利用した販売開拓等のＤＸに向けた取組が進んでおらず、商圏 

  が近隣に限られた範囲にとどまっている。新たな販路開拓にはＤＸの推進が必要であるということを理 

  解・認識してもらい、取組を支援していく必要がある。 

（２）支援に対する考え方 

   商工会が自前で展示会等を開催するのは困難なため、県内外で開催される既存の展示会への出展を目 

  指し、出展事業者の出展期間中の陳列・接客などのきめ細やかな伴走支援を行う。また、商工会のＨＰ 

  において、小規模事業者の事業情報を掲載することにより、新たな需要の開拓を促進させる。 

   ＤＸに向けた取組として、データに基づく顧客管理や販売促進、ＳＮＳ情報発信、ＥＣサイトの利用 

  等ＩＴ活用による営業・販路開拓に関するセミナー開催や相談対応を行い、理解度を高めたうえで導入 

  にあたっては必要に応じてＩＴ専門家派遣等を実施するなど事業者の段階に合った支援を行う。 

（３）目標 

支援内容 現状 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 

①展示会への出展事業者数 － 3 者 3 者 3 者 3 者 3 者 

 うち商談件数 － 2 者 2 者 2 者 2 者 2 者 

 うち契約数 － 1 者 1 者 1 者 1 者 1 者 

②ＳＮＳ活用事業者 － 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 

売上増加率/者 － 10％ 10％ 10％ 10％ 10％ 

③ＥＣサイト利用事業者数 － 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 

売上増加率/者 － 10％ 10％ 10％ 10％ 10％ 

④自社ＨＰ開設支援事業者数 － 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 

売上増加率/者 － 10％ 10％ 10％ 10％ 10％ 

⑤商工会ＨＰ情報発信       

 新規掲載事業者数 － 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 

 内利益率 1％以上件数 － 2 者 2 者 2 者 2 者 2 者 

    ※ 利益率については、経営革新計画において年率 1％が目標であることに準じた。 

（４）事業内容 

  ① 県内外展示会への出展支援 
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    地域内には、付加価値の高い商品やサービスの提供を行っている小規模事業者もいるが、地域外で 

   の認知度は高いとは言いがたい。そこで「ぐんま地場産業フェスタ」「FOODEX JAPAN」をはじめ、県 

   内外で行われている（オンライン等を含む）各種展示会・商談会等の情報提供を行うとともに、商談 

   相手（バイヤー）からの出展事業者に対する支援を実施する。支援対象事業者は、個人向けの加工製 

   品を開発している金属加工メーカーや地域の特産品を活用した商品を開発している食品加工業者等と 

   し、それらの事業者が新たな取引先を獲得することを目的とし展示会に出展する。なお、物産展や商 

   工展への出展は準備や当日の人員確保などハードルが高く感じる小規模事業者も多い。また、事前準 

   備と振り返りを十分に行わないと、ただ出展しただけになって効果は薄い。出展前の準備から終了後 

   の振り返りまで支援することで小規模事業者の継続的な支援につなげる。 

   ※ ぐんま地場産業フェスタ： 群馬県の地場産品を扱う企業・商品を一堂に集めた展示商談会で、 

      例年東京都内で開催し、首都圏のバイヤーを対象に本県地場産業の技術力や地場産品の魅力を 

      ＰＲするとともに新商品や新たな商品展開のための試作品を展示し、商取引の拡大を目指して 

      いる。来場者数 6,500 人、商談件数 3,000 件、出展者 80 店舗 

     FOODEX JAPAN ： アジア最大級の食品・飲料総合展示会で、出展者・来場者双方のビジネス拡 

      大に絶好の場として関係各位から高い評価を得ている。来場者数 34 千人、出展者 1,500 店舗 

  ② ＳＮＳの活用 

      現状の顧客が近隣の商圏に限られていることから、より遠方の顧客の取込のため、取り組みやすい 

   ＳＮＳを活用し、宣伝効果を向上させるための支援を行う。 

  ③ ＥＣサイト利用（ＢtoＣ） 

    楽天やＹａｈｏｏが運営するショッピングサイト等の提案を行いながら、効果的な商品紹介のリー 

   ド文・写真撮影、商品構成等の伴走支援を行う。 

  ④ 自社ＨＰの開設支援 

    小規模事業者の多くは自社オリジナルＨＰを持っておらず、商品・サービスの情報発信力が不十分 

   であることが多い。そのような事業者に対して、オリジナルＨＰ開設支援を行うことにより、新たな 

   販路の拡大につなげる。また、必要に応じて専門家を活用し、効果的なＨＰやＰＲ動画を作成するこ 

   とにより、来店客数増加・取引先拡大・売上増加を達成する。 

  ⑤ 商工会ＨＰによる情報発信 

    当商工会に地区内の小規模事業者の事業情報を掲載し、新たな取引先や新たな顧客の獲得を進める。 

   事業者の簡単な業務を紹介するとともに、前述で作成したＨＰとのリンクを設定し、新たな需要を呼 

   び込む。必要に応じて専門家を活用し、効果的なＨＰやＰＲ動画を作成することにより来店客数増加 

   ・取引先拡大・売上増加を達成する。 

 

Ⅱ 経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組み 

９ 事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

   毎年開催される通常総会において事業の報告が行われているが、総会出席者は商工会役員・商工会職 

  員となっており、外部評価は行われていない。今後は、事業を客観的に評価し見直すための仕組みを構 

  築することが課題となる。 

（２）事業内容 

   当商工会役員・板倉町産業振興課・法定経営指導員・外部有識者（税理士、中小企業診断士などの専 

  門家）により構成された報告会を年度末に開催し、事業の実施状況、成果などを報告するとともに全事 

  業の目標値に対する実施率、成果の達成率、その要因等について評価を行う。 

  ・ 報告会において、その内容を検討し、成果の評価・見直し方針を検討し、見直し案の提示を行う。 

  ・ 報告会において作成された評価・見直し案については、当商工会理事会へ報告し承認を受ける。 

  ・ 事業の成果・見直しの結果については、その内容を「商工会ＨＰ」において年１回公表する。 

   なお、経営発達支援計画のＰＤＣＡサイクルの具体的な仕組みは、次のとおりとする。 

Ｐｌａｎ（計画） 

・ 経営発達支援計画の策定 

・ 事業実施に必要な資金及び調達方法の検討 

・ 策定した経営発達支援計画についての理事 

 会への報告・承認 

・ 成果・事業計画等による商工会ＨＰの公表 

 

Ｄｏ（実行） 

・ 経営発達支援計画に基づく全職員連携に 

 よる計画実行 

・ 「支援力向上会議」における事業ごとの

実施状況の管理及び情報の共有化 
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Ａｃｔｉｏｎ（改善） 

・ 報告会での検証・評価に基づき事業内容の見

直し案を検討 

・ 必要性や有効性を考慮し、新規事業や支援策

を検討 

 

 

Ｃｈｅｃｋ（分析・評価） 

・ 事業の実施状況を分析し、「支援力向上

会議」における結果と目標を比較検証 

・ 当商工会役員や専門家（外部有識者）を

交えた報告会を年度末に開催し、計画の検

証・評価を実施 

 

10 経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

   群馬県商工会連合会が実施する参加が義務付けられている各種研修会において、各経営指導員等が知 

  識の習得や資質の向上に取り組んでいる。しかし、職員間での知識の共有が図られていないため、ベテ 

  ラン指導員と若手指導員の支援能力にバラツキが生じている。また、経営指導員の支援能力向上のみに 

  重点が置かれ、その他の職員（経営支援員）も含めた組織全体のレベルアップが意識されていない。 

   経営指導員等の知識の共有のための仕組みを構築するとともに、組織全体のレベルアップを図ること 

  が課題となる。 

（２）事業内容 

  ① 外部講習会等の積極的活用 

    経営指導員その他職員の支援能力の一層の向上のため、中小企業庁が主催する「経営指導員研修」 

   及び群馬県商工会連合会主催の各種セミナーに対し、計画的に経営指導員等を派遣する。 

    また、当商工会では、年１回開催される「検討会（ＰＤＣＡの検証）」において、事業計画の策定 

   件数の増加とそのための支援能力の向上が指摘されているため、中小企業大学校が実施する「事業計 

   画策定セミナー」への参加を優先的に実施し、支援力向上を図る。 

  ② ＤＸ推進に向けたセミナーの実施 

    喫緊の課題である地域の事業者のＤＸ推進への対応にあたっては、経営指導員その他職員のＩＴス 

   キルを向上させ、ニーズに合わせた相談・指導を可能にするため、次のようなＤＸ推進取組に係る相 

   談・指導能力の向上のためのセミナーについても積極的に参加する。 

   ＜ＤＸに向けたＩＴ・デジタル化の取組＞ 

   ア）事業者にとって内向け（業務効率化等）の取組 

     ＲＰＡシステム、クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等のＩＴツール、テレワーク 

    の導入、補助金の電子申請、情報セキュリティ対策等 

   イ）事業者にとって外向け（需要開拓等）の取組 

     ホームページ等を活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・運用オンライン展示会、 

    ＳＮＳを活用した広報、モバイルオーダーシステム等 

   ウ）その他取組 

     オンライン経営指導の方法等 

  ③ コミュニケーション能力向上セミナーの実施 

    対話力向上等のコミュニケーション能力を高める研修を実施することにより、支援の基本姿勢（対 

   話と傾聴）の習得・向上をはかり、事業者との対話を通じた信頼の醸成、本質的課題の掘り下げの実 

   践につなげる。 

  ④ 小規模事業者課題設定力向上研修の実施 

    課題設定に焦点を当て、そのポイントと手順を習得することで、その後に続く課題解決をスムーズ 

   に行うことを目的とする。 

  ⑤ ＯＪＴ制度の導入、支援力向上勉強会の実施 

    経営指導員の支援力を高めるために積極的にＯＪＴの機会を設ける。巡回、窓口相談時において、 

   必要に応じ、若手経営指導員は、ベテラン経営指導員とチームで小規模事業者の支援に当たり、指導、 

   助言内容、情報収集方法等を学び資質を向上させる。 

    当商工会職員全員を対象とした「支援力向上勉強会」を必要に応じて開催する。勉強会は経営指導 

   員が主導し、研修会や専門家への同行などにおいて習得した経営支援スキルや小規模事業者の事業事 

   例などを発表し、組織全体のスキルアップを図るとともに支援スキルの共有化を推進し、経営発達支 

   援計画の遂行に役立てる。また、必要に応じて勉強会に専門家を招聘し支援スキル向上に役立つアド 

   バイスを受ける。 
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  ⑥ 情報のデータベース化 

    商工会基幹システムに事業者ごとの支援内容を詳細に入力する。商工会基幹システムは当商工会の 

   職員であれば誰でも閲覧できるため、担当指導員が不在の場合でも事業者への対応が可能となる。 

    また、効果のあった支援内容や注意すべき失敗事例については事業者情報をプリントアウトし全職 

   員がいつでも活用できるよう共有化を進める。ファイル内容については毎年見直し、当商工会の支援 

   ノウハウとして蓄積する。 

 

11 他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

（１）現状と課題 

   群馬県商工会連合会研修時の休憩時間や金融機関との雑談時間等を利用し各経営指導員は支援ノウハ 

  ウ等の情報交換を個別に行っている。このような研修は、情報交換を目的とした会合ではないため、支 

  援ノウハウの共有や習得が十分とは言えず事業者への支援力向上にも効果を発揮するには至っていない。 

   他の支援機関と連携した情報交換については、その機会が少なく、また、情報交換に対する組織的な 

  取り組みが行われていない。 

   今後は、他支援機関と支援力向上を目的とした情報交換会や研修会を実施する。その際得られた各種 

  情報を事業者にフィードバックすることが課題となる。 

（２）事業内容 

  ① 東部地区商工会による情報交換会（年 1 回） 

    東部地区内（太田市新田・明和町・千代田町・大泉町・邑楽町・板倉町）の 6 商工会による情報交 

   換会を年 1 回（現状 0 回）開催する。その会合において、支援ノウハウ、支援の現状等の意見交換を 

   行い、経営指導員の支援力向上に役立てる。 

  ② 経営改善貸付推薦団体連絡協議会（年 1 回） 

    日本政策金融公庫前橋支店国民生活事業と前橋支店地区支援機関（商工会・会議所）による「経営 

   改善貸付推薦団体協議会」において、金融斡旋状況を中心とした現場レベルにおける様々な小規模事 

   業者への支援実績や成功事例、手法などを紹介し、伴走型支援のノウハウ、支援状況等についての情 

   報交換を行うことで、効果的な金融支援を行う。 

  ③ 群馬県中小企業支援ネットワーク会議（年 1 回） 

    群馬県、行政、県内商工会、商工会議所、中央会、群馬銀行、東和銀行、各信用金庫等が参加する 

   中小企業支援ネットワーク会議へ参加する。各機関の成功事例において支援ノウハウを学ぶことやネ 

   ットワーク強化へと繋がるため支援の幅を広げることが可能となる。参加者との支援ノウハウの交換 

   を行うことで、支援ノウハウの一層の向上に努める。 

 

Ⅲ 地域経済の活性化に資する取組 

12 地域経済の活性化に資する取組に関すること 

（１）現状と課題 

   当地区においては「板倉まつり／８月」をはじめとする各種イベントが開催されており、当商工会に 

  おいても出展者支援等を通じて地域活性化に貢献しているが、このようなイベントは季節ごとに開催さ 

  れる一過性の事業となっており、地域経済の活性化策として有効に活用されていない状況となっている。 

   今後は、各種地域振興事業の開催を通じ、板倉町・地元企業・金融機関との情報交換を行い、地域経 

  済の活性化について連携を深めるとともに板倉町の独自性と求心力の向上を図ることが課題となる。 

（２）事業内容 

  ① 「板倉地区地域活性化検討会」の開催（年１回） 

    地域経済の活性化を図る土台づくりとして「板倉地区地域活性化検討会」を年１回開催する。当検 

   討会は、板倉町・地元企業・金融機関・専門家で構成され、当地区で開催される各種イベントの有効 

   で継続的な活性化策について検討を行う。 

  ② 「いたくら商工祭」の開催（年１回） 

    当地区内で開催される商工祭は、地域内の商工業者が自社の製品やサービスを来場者に提供する地 

   区内最大のイベントである。当商工会は、主催者としてその運営が円滑に行えるよう努めるとともに、 

   他市町村及び地域住民と事業者の交流を図り、地域経済の活性化に役立てる。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和 4 年 11 月現在） 

（１）実施体制 

   経営発達支援事業の遂行は、経営指導員１名を長とし、「直接支援」（伴走型支援の実施）を経営指 

  導員が担当し、「間接支援」（各種機関との連絡業務等）を経営支援員が担当する。全職員が参加し、 

  毎月行われる「支援力向上会議」において「進捗状況の確認」「問題点とその改善方法の検討」を実施 

  する。 

 

板倉町商工会 

〈役員〉 

  会長 

  副会長 

  理事 

  監事 

〈事務局〉 

  事務局長 

  法定経営指導員 

  経営指導員 

  経営支援員 

 

 

 1 名 

 2 名 

18 名 

 2 名 

 

 1 名 

 1 名 

 1 名 

 2 名 

 
板倉町 

  産業振興課 

 （商工観光係） 

  

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第 7 条 5 項に規定する経営指導員によ 

  る情報の提供及び助言に係る実施体制 

  ① 法定経営指導員の氏名、連絡先 

    ■ 氏名：野村 隆志 

    ■ 連絡先：板倉町商工会  TEL 0276-82-0224 

  ② 法定経営指導員による情報の提供及び助言 

    経営発達支援事業の実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・見直しを 

   する際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会、関係市町村連絡先 

  ① 商工会 

     〒374-0132 

     群馬県邑楽郡板倉町大字板倉 1691-1 

     板倉町商工会 

     TEL：0276-82-0224 FAX：0276-82-1247 

     E-mail: info@itakura-s.jp 

  ② 関係市町村 

     〒374-0192 

     群馬県邑楽郡板倉町大字板倉 2682-1 

     板倉町産業振興課（商工観光係） 

     TEL：0276-82-1111（代）0276-82-6139（直） FAX：0276-82-2758 

     E-mail: k-shoko@town.itakura.gunma.jp 
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（別表３） 

経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                  （単位：千円） 

 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 

必要な資金の額 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 

 
 1 地域の経済動向調査に関する事業 

 2 需要動向調査に関する事業 

 3 経営状況の分析に関する事業 

 4 事業計画策定支援に関する事業 

 5 事業計画策定後の実施支援に関する事業 

 6 新たな需要の開拓に寄与する事業に関する 

    事業 

 7 事業の評価及び見直しをするための仕組み 

    に関する事業 

 8 経営指導員等の資質向上等に関する事業 

 9 他の支援機関との連携を通じた支援ノウ 

     ハウ等の情報交換に関する事業 

10 地域経済の活性化に資する取り組みに関 

    する事業 

 

200 

200 

300 

500 

700 

450 

 

200 

 

250 

100 

 

100 

 

 

200 

200 

300 

500 

700 

450 

 

200 

 

250 

100 

 

100 

 

 

200 

200 

300 

500 

700 

450 

 

200 

 

250 

100 

 

100 

 

 

200 

200 

300 

500 

700 

450 

 

200 

 

250 

100 

 

100 

 

 

200 

200 

300 

500 

700 

450 

 

200 

 

250 

100 

 

100 

 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

調達方法 

会費、国補助金、県補助金、町補助金、全国連補助金、県連補助金、事業受託費、参加者負担金 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

商工会及び商工会議所以外の者と連携して経営発達支援事業を実施する場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

 

 

 

 

 

連携する内容 

 

 

 

 

連携者及びその役割 

 

 

 

 

連携体制図等 
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